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「生活者共創社会」で実現する多様な価値の持続的創造 

 

―生活者（SEIKATSUSHA）による選択と行動― 

 

2022 年 10 月 11 日 

公益社団法人 経済同友会 

 

 

第１章 経済社会の停滞・衰退の中で展望が描けず苦慮する人々 

 

  我々を取り巻く経済社会は、グローバル資本主義に伴う格差と分断など多くの

困難な課題を抱えている。21 世紀を迎えた頃に指摘された「失われた 10 年」と

いう言葉は更新を続け、今や「失われた 30 年」となってしまった。 

  この間、日本は逆転の発想で「課題解決先進国」を目指し世界へ貢献すること

を志向してきた。しかし、課題解決は遅々として進まず、いくつかの想定外の課

題も生じた結果、多くの人々は将来展望が描けず苦慮している。 

 

（１）賃金・所得の伸び悩みで高所得国とは言い難い日本 

 

  日本の賃金・所得が伸び悩んでいる。一般労働者の賃金 1 は、2001 年度 30.58

万円から 2021 年度 30.74 万円へと 20 年間で 0.52％しか伸びていない。申告所

得 2 は、2001 年度 40.0 兆円から 2020 年度 42.6 兆円へと 19 年間で 6.50％しか

伸びていない。 

 

  平均賃金を国際比較 3 してみると、1990 年からの 30 年間で、韓国は 94％、米

国は 48％、OECD 全体で 33％上昇したが、日本は７％しか上昇していない。2021

年時点で、OECD 平均は 559 万円で、加盟国の中で日本は 22 位の約 447 万円まで

下がってしまった。 

 

  なお、政府は、最低賃金（全国加重平均額） 4 を 2001 年度 664 円から 2021 年

度 930 円へと 20 年間で 40.1％の引き上げを行い、近年は官製春闘で賃金の引き

上げに積極的に関与しているが、成長と分配の好循環は実現していない。 
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（２）商品・サービスの相次ぐ値上げでコストプッシュ型インフレの懸念 

 

  コロナ禍で強制停止となったサプライチェーンの混乱の余波、米中貿易戦争等

による交易条件の悪化、ロシアのウクライナ侵攻などにより、世界的に物価急騰

が止まらない。国内では、世界的な金利上昇下で、ゼロ金利政策を維持している

ことなどによる急激な円安の進行も相まって、多くの企業による努力の限界を超

え、商品・サービスの値上げが相次いでいる。 

 

  ガソリン価格の高騰を受け、政府は原油価格・物価高騰等総合緊急対策で、１

リットル当たり約 30 円の補助金を支給するも全国平均価格は一時 170 円を突破

するなど、高値が続いている。食品・飲料の値上げ 5 は累計 2 万品目を超え、平

均 14％上昇し、収束の見通しは立っておらず、いわゆるコストプッシュ型イン

フレが懸念される。 

 

（３）長寿化・人口減少する社会で払拭されない将来不安 

 

  人生 100 年時代を迎え、長寿の喜びと同時に長生きのリスクへの備えに注目が

集まっている。高齢化率（65 歳以上人口割合）は 2025 年に 30％に達し、2040 年

には 35％を超えてさらに上昇が続くと推計されている。 

 

  自宅介護に関しては、2019 年時点で老老介護 6 は、65 歳以上同士が 59.7％、

75 歳以上同士が 33.1％で、認認介護についても、今後、増加が懸念されてい

る。また、介護離職者 7 は年間約 10 万人で推移している一方、両親・祖父母・

兄弟姉妹の世話や介護をしているヤングケアラー 8 は、中学生で 5.7％、高校生

で 4.1％と推計されている。さらに、東京都内の自宅住居で亡くなった単身世帯

の者（孤独死が多く含まれる可能性あり）は近年増加傾向にあり、2020 年は

8,950 人に達した。 
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  こうした中で 2019 年 6 月に金融庁の金融審議会「市場ワーキング・グルー

プ」が発表した報告書「高齢社会における資産形成・管理」で老後の 2,000 万

円問題が注目を集めたのは必然である。 

 

 
 

 

※第１章 注 

 1.厚生労働省「賃金構造基本統計調査」 

 2.国税庁「申告所得税標本調査」 

 3.OECD データ平均賃金（2020 年） 

 4.厚生労働省「地域別最低賃金額答申状況」 

 5.帝国データバンク「「食品主要 105 社」価格改定動向調査（10 月）」 

 6.厚生労働省「国民生活基礎調査（2019 年 6 月）」 

 7.総務省「就業構造基本調査」 

 8.厚生労働省・文部科学省「ヤングケアラーに関する調査研究（2021 年 3 月）」 
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第２章 失った 30 年は政治・行政・企業による不作為 

 

  日本が抱える未解決の課題には、かねてより指摘され対策論議も尽くしたにも

関わらず実行・実現できていないものや、想定外であったとはいえ対処が遅れた

ものなどが多い。 

  戦後日本は焦土からの復興を遂げ、1968 年には世界第 2 位の経済大国となっ

た。その後の高度経済成長やバブル経済崩壊を経た 2010 年、実に 42 年にわたっ

て維持してきた第 2 位の地位を中国に明け渡すことなった。振り返ってみれば、

バブル崩壊後、成熟経済期を迎えた日本は、社会のあり方を自ら変革すべきであ

ったが、変わらなかった、変われなかったことについては、不作為があったと言

えるのではないだろうか。 

  いわゆるバブル崩壊後の「失われた 30 年」は、自責の念を込めて敢えて「失

った 30 年」と表現したい。特に、イノベーションによる社会変革は民間が主導

すべきであり、企業経営者には日本再興を本気で成し遂げる気概に欠けていたと

言わざるを得ない。 

 

（１）議論が出尽くした日本の課題と処方箋 

 

  まず人口問題は、合計特殊出生率が 1974 年を最後に 2 を下回っており、総人

口は 2008 年をピークに減少が加速している。累次の少子化対策を講じるも下げ

止まらず、さらに、2021 年はコロナ禍で出生数 9 は過去最少の 81 万人台まで減

少し、死亡数 9 は 143 万人を超え戦後最多となった。 

 

  食料自給率（カロリーベース） 10 は、1966 年度に 70％、1989 年度に 50％、そ

して 2006 年度には初めて 40％を割り込む中、政府は自給率目標を掲げている

が、単調減少傾向が続いている。 

 

  相対的貧困率 11 に関しては、近年、当初所得ジニ係数は増加する一方で再分

配所得ジニ係数はほぼ横ばいとなっており、子どもの相対的貧困率 11 も概ね横

ばいのままである。 

 

  名目 GDP12 は、過去 30 年間で、米国は 3.5 倍、中国は 37.5 倍、英仏独も 2 倍

強に成長したものの、日本は 1.6 倍の成長にとどまっており、2010 年代に骨太

の方針で掲げた「名目３％、実質２％」成長も未達である。さらに、政府の債

務残高（対 GDP 比） 13 は、増加の一途をたどり 2010 年に 200％を突破し、足元

では 256.9％で、基礎的財政収支も赤字のままで健全化への兆しは見えない。日

本は 30 年に及ぶ長い停滞を経て、相対として貧しく、弱い国へ向かっての転落

が始まっている。 

 

  政治参加に関して、投票率 14 は、期日前投票など投票しやすい環境整備や投

票率向上への取り組みにも関わらず、改善は図れていない。衆院選は戦後 70％

前後で推移してきたが、平成 2 年を最後に 70％を下回り、直近は 3 回連続で

50％台に落ち込んでいる。参院選も同様の傾向がみられ、平成元年の 65.02％を

最後に 60％を下回り、今年は前回比 3 ポイントほど改善したものの 52.16％と

低迷状態が続いている。 
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（２）想定外の事態の発生と迅速・的確とは言えない対応 

 

  日本は、地震大国としての経験を踏まえて備えていたが、東日本大震災の発災

直後の対応や復旧・復興に取り組む中で、新たな多くの学びがあった。近い将来

に発生が予測される首都直下型地震や南海トラフ地震などに向けて、しっかりと

対策を講じていかなければならない。 

 

  また、新型コロナウイルス感染症に関しては、ロックダウンができない法制

度、医療崩壊や国産ワクチン・薬の開発・供給、経済活動との両立などの様々

な問題は未だ解消されていない。 

 

  さらに、ロシアのウクライナ侵攻で顕在化した食料・エネルギーを含めた安全

保障問題、米中対立に端を発した諸問題は、解決への道筋が見えにくく、不安が

増幅しかねない。 
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（３）なぜ日本は、目標を達成できなかったのか、変われなかったのか 

 

  政府は毎年 6 月頃に成長戦略を策定する。しかし、その策定プロセスも含め

て、国家のグランドデザインが明確なかたちで共有されておらず、各分野の目

標や達成手法も欧米キャッチップ型の域を出ていない中で、個別の成長パーツ

磨きに注力し、結果として、経済は低迷・低成長状態から脱却できていない。 

  DX では、米国のデジタル・プラットフォーマーに席巻されたばかりでなく、

他国から周回遅れにされてしまった。 

 

  先人が築き、今日まで発展させてきた日本は、世界平和度指数で 163 カ国中

10 位、世界最高の国ランキング 76 カ国中 2 位、国家ブランド指数 60 カ国中 3

位など、世界から高く評価されている良い国である。 

  こうした状況は、ともすると無意識のうちに危機感が薄れ、現状に満足し、変

化を避けるという状態を作り出す危険性を孕んでいる。まさに、失った 30 年の

日本は、高度経済成長や 42 年にわたり世界第 2 位の経済大国であったという過

去の成功体験に浸り、世界第３位の経済大国という現在に慢心し、未来を志向せ

ずに、ゆっくり坂を下ることに慣れてしまった。 

 

  もともと日本人には変化を嫌う国民性があり、社会には豊かさの余韻が残り、

危機感の共有が進まないことから、既得権が温存され、新陳代謝が進まず、生

産性の向上は不十分であった。ジオポリティクスとの関係が深い分野は別とし

て、利用者本位の社会インフラ整備や民間主導の自立的な経済成長を実現でき

なかった原因こそ経営者にあるのではないか。 
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（４）過度に悲観せず、現状を再確認し、生活者視点で日本再興 

 

  日本人には、謙譲の美徳という精神性や、外国人には理解されにくい自虐性も

ある。同時に、コンセンサスを得るには時間がかかるが、目標が共有されればそ

の実現に向けて一気に進むという面もあり、現状と将来に対して、過度に悲観す

ることはない。 

 

  現在、1 人当りの GDP15 は 28 位 39,340 ドルではあるが、欧州の G7 国ではドイ

ツは 18 位 50,795 ドル、イギリスが 22 位 47,203 ドル、フランスが 23 位 44,853

ドル、イタリアは 29 位 35,473 ドルである。 

 

  貧富の格差は拡大基調にあるが、他国よりは小さく、良い意味で中庸（Golden 

Mean）な分厚い中間層の存在は、安定的な需要（消費）の源であり、大きな強み

である。教育水準も高いレベルで維持している。さらに、企業数で 99.7％、雇用

者数（約 6,000 万人）の 7 割を占める中小企業の存在は、非常に重要である。こ

うした点に着目して、生活者起点で日本再興を目指していきたい。 

 

 

※第２章 注 

  9.厚生労働省「人口動態統計（2022 年 9 月）」 

 10.農林水産省「日本の食料自給率」 

 11.厚生労働省「所得再分配調査」 

 12.OECD Data 

 13.財務省「債務残高の国際比較（対 GDP 比）」 

 14.総務省「国政選挙における投票率の推移」 

 15.IMF 米ドル換算値（2020 年） 
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第３章 幸福と成長に必要な価値創造と「生活者共創社会」 

 

  日本再興を目指すに際して、日本の強みを引き出し、強みを活かしていくこと

が、グローバル競争で伍していくためにも、そして世界に貢献していくためにも

重要である。社会の安定と発展には個人の欲求充足と経済の量的拡大は必要であ

る。これを日本の伝統・文化・精神を強みとする「生活者（SEIKATSUSHA）」が選

択と行動で共に創り上げる「生活者共創社会」で実現していきたい。 

  我々が目指す社会は、開かれた議論を通した社会的合意形成に基づくべきであ

り、それに向けた論点や選択肢を提示する一策として「未来選択会議」の概要を

説明する。さらに、若者自身が描いた遠くない将来（10 年後）の日本らしい社

会の姿を紹介する。そして、日本らしい共助の精神に基づく日本再興を経済成

長、社会包摂、持続可能性の 3 つの観点から、18 項目からなる指標を用いて KPI

を示した。 

 

（１）日本の強みを引き出し、強みを活かす「生活者共創社会」 

 

  ①社会の安定と発展に必要な幸福と成長 

 

   世界は、グローバリズムの進行と反グローバリズムの台頭、自国第一主義の

加速、巨大 IT 企業による寡占化、格差と分断などによる問題が顕在化し、これ

まで経験したことのない困難に直面している。高度化・複雑化し、かつ将来が

見通しにくい VUCA の時代にあっても、社会の安定と持続的発展は重要であり、

そのためには個人の欲求充足と経済の量的拡大が必要になる。 

 

   個人の欲求は様々であり、金銭では手に入らないものを含めて、本人が望む

ことや価値があると思うことを実現することで、幸福（happiness）の度合いは

高くなる。特に、仕事でもプライベートでも自己決定は非常に重要である。自

分の裁量で決定したことであれば、たとえ結果が思わしくなくても納得感は残

り、良い結果が得られれば大きな満足感・達成感が得られ、結果的に幸福感が

大きく高まると考えられる。 

   ここで、一人ひとりの幸福感の向上に対して、企業等の供給者が事業活動を

通して商品・サービスを、デジタルを駆使してタイムリーに市場投入すること

ができれば、付加価値は増大していく。また、価値観の多様化が進むと、同じ

商品・サービスであっても需要者によって満足感（効用）が異なることから、

支払う金額（価格）も一価とは限らず、いわゆる一物多価の取引が増えていく。

これによっても付加価値が創造され、GDP は成長していく。 

 

  ②社会課題を解決し、付加価値を創造し、社会変革を実現していく 

 

   日本は名目 GDP 世界第３位の経済大国であり、人口減少が加速する成熟国家

でもある。その日本がこれから目指すべきは、社会のあらゆるステークホルダ

ーの最大幸福と、経済の規模のみではなく質的な成長を追求する社会である。 

 

   個人の幸福と経済の成長を将来にわたって実現していくには、個人の発意、

民間の活力、政府の支援により、経済成長の源泉とも言える社会課題を解決し、
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付加価値を創造し、社会を変革し続けていかなければならない。 

 

  ③日本の伝統・文化・精神を強みとする「生活者（SEIKATSUSHA）」 

 

   日本人と日本社会の特徴は、失った 30 年において短所と見做されることが

多かった。しかし、国内外において多様な「自利」が衝突し、分断や貧困を生

む時代には、大きな優位性を発揮する可能性がある。現に「武士道」や「論語

と算盤」に象徴される価値観や「利他」の精神などは、これまでの資本主義の

短所を克服するために不可欠な要素である。 

 

   社会を大きく変えていくその原動力は、個人の志と組織の力である。日本の

伝統・文化・精神を理解する「個人」や、主にそれらの人々からなる「組織」

を、国籍や活動の拠点が国内外かを問わず「生活者（SEIKATSUSHA）」と呼ぶこ

とにしたい。 

  ☞ 本文に記した「生活者」の概念を適切に言い表すことができる英語の訳語はな
い。このような包括的な概念を持つ国自体が世界では決して多くはないと考えら
れる。本会の議論においても、民度が高く、大きな一つのまとまりをつくること
ができる「生活者」の存在は持続可能な社会実現の根幹をなす日本らしいアプロ
ーチになり得る、との指摘があった。 
本提言を国内外へ発信していく際、この日本ならではの概念がより正確に伝わる
よう、あえてローマ字（SEIKATSUSHA）表記を併記している。 

 

  ④多様な生活者の選択と行動で共に創り上げる「生活者共創社会」 

 

   「生活者」とは具体的に、家族の一員、地域社会の住民、有権者、消費者で

あり、働き手など多面的な役割・立場を持つ「個人」全てを包含する。その意

味では、企業等の従業員、経営者、政治家、公務員、学生など全てが「生活者」

である。加えて、個人が集まって構成する企業・団体、政党、議会、自治体、

府省、学校などあらゆる「組織」も「生活者」である。 

 

   生活者が、短期か長期か、自利か利他か等、多様な価値観や考えに基づき、

消費、投資、進学、就職、投票などの機会に主体的に選択し行動する。 

   ここで重要なのは、まず第 1 に、生活者は傍観者・評論家になることなく、

常に当事者としての参画が求められることである。第 2 は、社会的合意形成が、

民主主義の基盤に立脚して行われていることである。 

 

   例えば、政治では、直接民主制と間接民主制、さらに小選挙区制や比例代表

制など、それぞれ一長一短こそあれ、明確なルールの下で意思決定メカニズム

が機能している。 

   例えば、政治以外でも、匿名性の負の側面である無責任性を克服して社会イ

ンフラ化した SNS を使って、生活者がちょっとした一言・つぶやき、賛意表明、

拡散などで意思表明することが、賛同を呼び、民意を醸成し、社会的合意が実

質的に形成されていく。これが新しい民主主義の主柱となっていく可能性もあ

る。 
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   生活者の選択により社会的な合意形成を図っていく、つまり社会的な決定を

行っていくためにも、決して専制や独裁に陥ることなく、普遍的価値である民

主主義を堅持していくことを再確認しておきたい。 

 

   全員が賛成する解が容易に見いだせない時代にあっても、敢えて多種多様な

利害・立場を持つ全ての生活者が参画を目指す。そして、参画した生活者が相

互に力を合わせて助け合う日本らしい共助の精神の下、未来を選択することを

通して共に創り上げるのが「生活者共創社会」である。さらに、社会課題を解

決し、社会変革の実現を目指す「生活者共創社会」は、“いて欲しい国、いなく

ては困る国、日本”の核となるものであり、この「生活者共創社会」を世界へ

広く発信していく。 

 

 
 

（２）開かれた議論を通して選択肢を提示する「未来選択会議」 

 

  直面する様々な社会課題は、既に経済界だけで議論して解決できる時代ではな

くなっている。また、政府会議体は、複雑に絡み合った利害の調整に膨大な時間

と労力を要することや、各分野の第一人者や各組織の代表者など、実績とキャリ

アを積み重ねた委員が多く、若者の意見が十分反映されにくいことが問題といえ

る。少なくても政府が毎年策定する経済成長戦略は国民が満足できる成果を挙げ

ていないことから、これまでのやり方だけではなく、よりダイバーシティを進め

るとともに、政策決定プロセスの複線化を試行すべきである。 

 

  こうした問題意識の下、政策決定プロセスの複線化に向けて、経済同友会は、

マルチ・ステークホルダーによる開かれた議論の場「未来選択会議」を 2020 年 9

月に発足させた。ステークホルダーのうち、特に、決定・施行された政策の影響

をより長い期間にわたって受ける人たちこそ、より多く、より深く政策決定プロ

セスにコミットするべきという考えから、学生や若手ビジネスパーソンの参画を

得て、これまでに計７回のオープンフォーラム等を開催してきた。 

 

  未来選択会議は以下の 3 つの特長があり、「現在」よりも「未来」の利益を選択
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する議論、エビデンス（データやファクト）に基づいた議論に拘るとともに、ア

カデミア、若手起業家、若手官僚、ソーシャルセクター若手代表等で構成する準

備会合が企画・運営に当たっている。今後とも広く生活者の参画も得て、政界、

労働界、各地経済同友会や地方自治体関係者などと協業に取り組んでいく。 

 

   【特長１】参加者は、10 代から 70 代まで 

          年代、性別、所属・肩書などの違いを越え、多様なステーク

ホルダーが自由闊達に議論を行う場 

   【特長２】忖度、シナリオ、タブーなし 

          日本の将来を決定づける重要課題について、選択肢や論点、

対立軸を抽出し、世の中に発信 

   【特長３】未来のため、次世代のための選択肢 

          経済同友会会員だけでなく、多様なセクターの次世代ととも

に企画を立て、議論を推進 

 

 
 

（３）日本のパーパス・存在価値と若者が描く日本らしい社会の姿 

 

   日本が目指すべき姿は、世界から見て「いて欲しい国、いなくては困る国」

であり、その存在価値、いわば「パーパス」を明確化して、生活者へ、そし

て世界へ発信していく。 

   具体的には、固有の伝統・文化・精神に立脚して、「経済成長」「社会包摂」

「持続可能性」の 3 つの観点から価値を創造し、世界の幸福と成長に貢献する

と同時に、全ての生活者が誇りを持ち、将来への希望が持てることである。さ

らに、決して容易なことではないが、「子ども・若者」「全ての個人」「企業

等」「政府」の各主体から見ても、世界をリードするに相応しい状態を持続し

ていることである。 

 

 

 



12 
 

≪遠くない将来（10 年後）の生活者共創社会のイメージ≫ 

 

    ここでは、未来選択会議や経済同友会会員所属企業等の“つながり”を活

かして、若者から 10 年後の日本らしい社会の状態についてヒアリングを行

い、生活者共創社会のイメージを 4 つの主体ごとに取りまとめた。 

 

  ①子ども・若者 安心・安全に暮らし、伸び伸びと個性・主体性を発揮できる 

 

    【教育・学び・就職】 

       ・義務教育に囚われない各自の才能が活かせる社会（勉強が得意で

なくても、演歌は上手）になっている。 

 ・教育に関わる IT ツールの発展等により、地域・学校による教育

格差が少なく、生徒への年齢による画一的な指導から個性や発

達に合わせた対応により、学びの楽しさを実感できている。科

目によっては飛び級により 10 歳で大学の授業を学ぶことが珍し

くなくなっている。 

 ・年齢、地域（日本国内、海外）を問わず、学びたいことを自身の

スタイルに合わせて、いつでも学び習得できている。 

 ・金銭面の不安を感じることなく大学進学が可能になっている。さ

らに、大学卒業後も進路が就職一択ではなく、博士課程や留学、

起業、世界放浪などが普通のことになっている。新卒での就職が

メジャーではなくなっている。 

 

  ② 全ての個人  生涯を通じて価値創造力を高めて、自らのパーパスに基づき

主体的な参画によって挑戦できると同時にそれを社会全体で支える 

 

    【ライフスタイルのあり方】 

       ・個人の生き方について、自らの価値観に基づき、結婚するか否

か、子供を産むか否か、リカレント、リスキリング、サバティカ

ルなどを自由に選択できている。いくつになっても居場所があ

り、多様性を歓迎する社会になっている。 

       ・性別にかかわらず、家事などの生活に必要な事柄はできて当たり

前となり、女性の社会進出はもとより、男性の家庭進出が進んで

いる。 

       ・子供のいる共働き夫婦では、育児・家事はともにでき、仕事の状

況によりいずれかが対応している。加えて、公共・民間の多様な

サービスも活用でき、仕事と育児・家事の両立がストレス無くで

きている。 

       ・ひとり親世帯と夫婦高齢世帯が同じくらいの低所得しかなくて

も、社会福祉や周囲の人たちとの共助により、それぞれのやりた

いことが実現でき、同じくらいの高い生活満足度を感じている。 

    【パーパスに基づく行動】 

       ・挑戦することが当然であり、自分のパーパスと勤務先の企業方針

が異なれば、転職することが当たり前になっている。その際も、

再挑戦の機会や支援が充実しているため、失業や学びなおしに伴
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う就業のブランクを誰も恐れていない。 

       ・企業に貢献した労働価値に見合って賃金が毎年上昇し、経済的な

豊かさを実感し、個人消費も活性化している。 

       ・パーパスや環境対策などの情報が分かりやすく公開され、企業や

人物を選択、消費、寄附等で応援している。環境に良い商品は価

格が多少高くても選択されている。 

       ・SNS 等での発信（フェイクや誹謗中傷は対策がなされている）が

民意を醸成し、社会的合意が形成されている。政治参画の面で

は、個別政策案に対する評価やランキングが日々更新されてい

て、有権者は各政策案の実現を公約している政治家や政党を確認

しながら電子投票で選挙権を行使している。 

       ・人との関わりが大切にされ、物理的でなくとも顔が見えるリモー

トで繋がり、孤独にならず安心な共助の社会が実現している。 

  ☞ 例えば････江戸時代の長屋では、何かあればご隠居へ相談といった
形で、子どもの世話から困りごとまで、全てがそのコミュニティの
なかで完結していたが、その現代版。 

 

  ③ 企 業 等  パーパスを明確に掲げ、それを価値創造力・競争力に結びつ

け、規模・業種・形態を問わず、活力に満ち溢れている 

 

    【社会の風潮】 

       ・ボランティアや社会貢献活動は、企業や世の中が応援してくれ、

かっこいいと思われている。自己紹介では、支援する NPO やボラ

ンティアなどへの言及が当たり前となっている。 

       ・企業のパーパスが就職の決め手となっている。 

    【社内制度】 

       ・個人がライフスタイルに合わせ、例えば 20 代まではメンバーシ

ップ型、30 代は育児との両立から転居を伴わない働き方、40 代

ではこれまで培ってきた専門性を活かしたジョブ型といったキャ

リアを自ら柔軟に選択している。 

    【企業等のあり方】 

       ・経営者の最重要ミッションがイノベーションを通した社会課題の

解決となっており、まさに「経営者の時代」を迎えている。 

       ・経営者は両利き経営を進めるとともにパーパスに基づく社会的価

値やハピネスを提供しつつ、それを分かりやすく語るストーリー

テラーになっている。 

       ・市場や投資家、若者を含む全ての個人がそれらを総合的に評価

し、サービスや商品購入、株式投資、SNS で応援している。 

 

  ④ 政  府  中福祉・中負担も含めた持続可能な好循環で信頼を獲得し、

一人ひとりが政策決定に参画する機会を主体的に活用している 

 

    【包摂的にデジタル化された社会基盤】 

       ・全ての法律・制度・手続きなど社会インフラはデジタル化され、

同時にデジタル・デバイドという言葉が忘れ去られている。 
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       ・いわゆる“昭和な”岩盤規制が撤廃され、様々な手間やコストが

削減されているばかりでなく、安心・安全を担保する責任が明確

化された状態で生活者が社会インフラを自在に活用している。 

    【社会保障制度】 

       ・年金・医療・介護の持続可能性が確保（歳入構造の転換）できる

見通しとなり、将来への安心感から個人消費も活発化している。 

       ・全ての手続き等がデジタル化され、社会保障も真に必要な人にプ

ッシュ型で手当てできている。 

    【安心・安全】 

       ・外交・安全保障について国民から高い信頼を得ている。 

       ・外国人労働者の受け入れが進むが、教育や治安も含め適切な管理

ができている。 

    【政策決定への参画・評価】 

       ・生活者が自分事として政策決定に対して議論や投票を通じ参画す

るため、政府は重要課題に関して、将来も見据えた選択肢をファ

クトと共に示している。 

       ・経済指標だけでなく国民の幸福度も計測できており、毎年公表さ

れることで政府の通信簿の意味合いを成している。 

 

（４）生活者が果たすべき現代社会「今」を支える責任（日本の現状） 

 

   世界にさまざまな国がある中で、日本の強みを引き出し、活かすような社会

の姿を描いていくことが必要である。そのためには、まず日本の現状を確認す

る必要があるが、その結果、認識した問題は現代社会である「今」を生きる

我々生活者の責任として解決していかなければならない。 

   日本の現状を定量的に考えるための思考実験として、OECD 加盟 38 カ国と中

国について、「経済成長」「社会包摂」「持続可能性」の 3 つの観点に関わる

様々な指標をもとに、18 項目にわたる経済同友会独自の『偏差値』を算出し

て比較した。偏差値は 50 が平均で、50 以上は上位、50 以下は下位とし、ここ

では、日本、米国、ドイツ、スウェーデン、フランスの 5 カ国を取り上げた。 

 

   日本は、世界平和度指数で表される安心・安全、世界第 3 位の名目 GDP は高

い評価を維持しており、1 人当たり GDP、TFP（イノベーション）も僅かだが平

均を超え、世界において一定の存在感を有している。 

   一方で、社会支出が 54.4、国民負担率が 44.6、そして政府総債務残高 16.5

が意味するのは、受益と負担のバランスを著しく失していることに他ならな

い。このままでは日本の豊かさを維持していけないことは明らかである。 
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   米国は、経済成長に特化し、その一方で社会格差、温暖化に関わる指標は対

極をなしており、これに起因する社会の分断も深刻で、いわばトレードオフの

関係にある。また、社会支出、国民負担率、政府総債務残高がいずれも低位で

あり、低福祉・低負担で均衡が成り立っている。貪欲に成長を志向してきたこ

とが米国社会の分断につながった可能性があることも踏まえ、日本らしさを次

世代に引き継いでいくためには 1 人当たりの GDP 成長と幸福を同時追求するこ

とが妥当であろう。 

 

   スウェーデンは、経済規模の面ではやや見劣りするが、3 要素のバランスを

保ちながら、総じて高い水準を維持している。この背景には、高負担・高福祉

の構造と、これを成り立たせている政府への強い信頼、国民の活発な政治参加

がある。それらを考えると、日本が目標設定して容易に実現可能な社会の姿で

あるとは言い難い。 
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（５）生活者が果たすべき未来社会「これから」を創る責任（日本再興の KPI） 

 

   米国のような経済成長に特化し、社会包摂・持続可能性の項目とトレードオ

フするのではなく、日本の良さでもある極端な格差がなく安心・安全な社会を

維持し続けることが第一である。そのためには、国の経済的豊かさも必要とな

る。現在のまま、国民全員でゆっくり坂を下り、貧しくなっていくことに甘ん

じていてはならない。我々生活者は未来社会である「これから」を創っていく

責任がある。 

 

   日本の目指す姿は、3 要素のバランスを保ちながらいずれも高い水準にある

こと。それは、日本らしさとも言える中庸である中福祉・中負担でありなが

ら、顕在化する課題を生活者が共創し解決していく共助に重きを置いたもので

ある。レーダーチャートの形ではスウェーデンの北欧型に近いが、異なるの

は、公助が中心となる高福祉・高負担国家ではない点である。財政の力に頼ら

ない「共助 16」の肝は、利他の精神という気持ちの繋がりとともに、民間セク

ター（特に経営者）が実際に社会課題解決に資するイノベーションを生み出し

ていくことである。また、これがこれからの成長の源泉にも繋がってくる。 

 

   生活者共創社会は、生活者の参画による選択と行動によって、経済の規模だ

けではなく、社会のあらゆるステークホルダーの幸福（happiness）という多

面的な価値と質的成長を追求することである。これによって一人ひとりの生活

者、さらには日本の幸福（happiness）が最大化されていく。その結果、KPI

で示した偏差値も改善し、レーダーチャートの円がバランス良く大きくなって

いく。 

   経済が成熟し、人口減少期を迎えた日本が、生活の質（クオリティ・オブ・

ライフ：QOL）を高い次元で実現できるのか、大きな挑戦は始まったばかりで

ある。先進国やアジア地域の国々においても超高齢社会が遠い将来ではなくな

っている中、人口 1 億人を超える日本の対応を世界は注視している。 
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   経済成長、社会包摂、持続可能性の 3 つの観点から、レーダーチャートにお

いて、それほど遠くない未来である 10 年後の人と人とが助け合う共助の精神

に基づいた日本らしい社会の姿に関する KPI を示した。定量的に世界との比較

をする関係から、KPI の個別項目は限定されているが、その目的や根拠につい

て紹介する。 

 

 ① 経済成長  

 

経済成長は現水準で推移した場合、10 年後では 1 人当たり GDP の順位に 

変化はないものの、平均賃金は OECD 内で平均レベルから下位グループに近

くなる。20 年～30 年後には、1 人あたり GDP・平均賃金ともに OECD 下位グ

ループ F となっている。 
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当然、経済成長が停滞すれば、政府総債務残高（対 GDP 比）もさらに悪化

の一途を辿る。このように相対的に貧しくなっていくことは看過できず、成

長の果実を行き渡らせるためにも持続的な経済成長は重要であり、また世界

における経済面での一定の存在感は維持し続けたい。 

目指す経済成長率は、中国や新興国のような成長を望むことは現実的でない

ため、G7 各国の成長率（過去 10 年平均）をベンチマークした。 

 

 
 

持続的な経済成長率 2％（G7 各国平均以上順位となる経済成長率）を達成

した際の 10 年後の 1 人あたり GDP は 15 位（現状 20 位）となり、G7 では 5

位から 3 位、つまり上位国に浮上する。そして、20 年後には OECD の TOP10

に近い水準に達している。 

 

 
 

また、国民一人ひとりの経済的な豊かさである平均賃金も、経済成長に合

わせ毎年実質 2％の上昇ができれば、10 年後には OECD 平均レベルの 20 位と

なり、20 年後には G7 では中位（4 位）となる。 
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ただし、2％の持続的な経済成長は、これまで過去 40 年の日本の実質 GDP

推移（1981-2021）からみても、バブル期以外ではほとんど達成できておら

ず至難の業であることは認識している。 

日本銀行の推計によれば、日本の潜在成長率は 0％台前半での推移が続き、

労働や資本投入の減少トレンドを大きく反転させることは難しい。経済成長

には TFP の上昇を引き起こすイノベーションが必要不可欠である。 

 

そのためには、この後に述べるダイバーシティ＆インクルージョン（D&I）

が重要になる。多様性によって引き起こされるグッド・クラッシュ（良いぶ

つかり合い）から、イノベーションは生まれやすい。成長に関する詳細は第

4 章にて紹介する。 
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  ② 社会包摂  

 

    人口減少が進む中、多様な人材が、性別や年齢、経歴に関わらず、本人の

意欲・能力によって潜在性をフルに発揮できる環境を整え、全員参加で価値

創造ができる社会にしていくことが重要である。そのためには大きく二つの

対策が必要である。 

 

  【ダイバーシティ＆インクルージョン】 

    一つは、D&I である。最も身近なダイバーシティであるジェンダー比率を

みてみたい。日本の就業者の比率は男性：女性＝55：45 とほぼ拮抗してい

る。一方で、管理職における女性比率は、課長職以上で 12％、役員で 21％

とまだまだ低く、性別のアンコンシャスバイアスは払拭されていない。 

    業種や個別企業ごとに職務内容や事業環境が異なることから、画一的な数

値目標を設定することが最善とは言えない。 

    しかしながら、各経営者は自社の実情を踏まえ、明確な数値目標を社内外

へ開示し、積極的に女性登用を推進していく必要がある。加えて、ジェンダ

ーに留まらず、年齢や人種など高い多様性が求められる。 

 

 
 

  【格差問題】 

    もう一つは、将来を担う子ども・若者たちが、安心・安全な環境で成長

し、それぞれの個性・主体性を育む環境が整えられていることである。 

    日本では、当初所得ベースで見るとジニ係数は大きく拡大してきたが、所

得再分配後の推移を見ると、過去 40 年間大きな変化はしておらず、格差が

小さく、機会均等の社会のように見える。 
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    しかしながら、真の経済的弱者へのセーフティネットに課題があることは

明らかである。例えば、雇用形態による格差や分配の偏りでは、正規・非正

規雇用者の賃金格差は 20 代から 50 代で拡大しており、世帯種類別では相対

的に所得の少ない母子世帯に、十分な社会保障やセーフティネットが行き渡

っていない。 

    子どもの貧困率は、2018 年で 13.5％であり、OECD 各国と比べた偏差値は

49 である。これを北欧並みの偏差値 60（＝子どもの貧困率 6.7％）まで向

上させることを目標に、教育・子育て世代への資源配分を促していく。 

 

    また、「貧困の連鎖」を断ち切るための分配にとどまらず、 働き方や雇用

形態による賃金格差の是正、企業部門全体としての人への投資の強化、子ど

もの個性や主体性をはぐくむ教育システムの刷新など、関連するあらゆる制

度の総点検と一体的な改革が不可欠である。税制を含めた分配のあり方につ

いての詳細は、第５章で紹介する。 
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 ③ 持続可能性  

 

  【合計特殊出生率】 

    国の持続可能性の観点としては、第一に人口問題がある。一朝一夕に改善

できるものではないが、だからといって後回しにして良い訳ではない。 

    出生率は、2 超だった 1970 年代以降、下降を続け 2019 年には 1.36 とな

り、OECD 加盟諸国、さらに G7 の中でも低位の状況が続いている。総人口は

2029 年に人口 1 億 2,000 万人を下回った後も減少を続け、2053 年には 1 億

人を割り込む見込みである。 

    また、世界で最も高い高齢化率（28.9％）が今後も上昇し、高齢者を支え

る生産年齢人口もこれまで以上のスピードで減少する。医療費に関しては、

2040 年度には 1.5 人の現役世代が 1 人の高齢者を支えることになる。 

    企業としてできることは、子どもを産み、育てやすい職場風土の醸成や制

度設計、その運用である。特に、テレワークやフレックスタイムといった場

所・時間を限定しない働き方や男性の育休制度などをお題目としてではな

く、適切に運用させる KPI の設定と実行、加えてそれを支える組織内での価

値観の共有が必要となる。 

    政府の政策に加え、これら取り組みを企業が実践していくことで OECD 加

盟国平均並み（1.36→1.61）の改善目標を設定したい。 
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  【社会保障制度と財政の持続可能性】 

    日本の社会保障制度は、租税負担が小さいため、現役世代への負担の偏り

と赤字国債に頼る構図である。結果、社会支出と国民負担率がアンバランス

な状態（中福祉、低負担）となり、膨張する政府債務残高の主要因となって

いる。 

    現役世代の社会保険料はこの 30 年間で 1.8 倍まで増加し、可処分所得を

圧迫し続けている。今のまま今後とも増加する高齢世代の年金・医療・介護

を支えることには限界があり、取りやすいところから取るだけでは追い付か

ない。 

    加えて、将来不安と相まって、給与所得が増加しても個人消費が増えにく

くなっている。 

 

    持続可能な財政を志向した場合、経済成長と賃金上昇との好循環は必須で

あるが、現役世代に偏った負担構造の見直しは避けられない。消費者が広く

薄く負担する消費税を中心とした歳入構造への転換が求められる。 

    また、現状のままでは、若者世代は将来的に不利益を被る可能性が非常に

高い。若者世代が財政を含め自分たちの未来を選択するに足る情報を提供す

る仕組みが求められている。経済・財政・社会保障に関する長期推計を行う

財政機関を政治や行政から独立して設立し、全ての世代へ情報を能動的に届

ける必要がある。 

    なお、KPI としては、本質的課題である少子高齢化と人口減少は対策を講

じて成果が表れるまで超長期を要することから、今回は少なくても 10 年後

において現在の国民負担率を大きく増やさない範囲で社会保障財源問題に対

応することとした。（具体的には、医療費の応能負担と受診時のワンコイン

化の制度化、10 年間で消費税率 3％の引上げ） 
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  【政府への信頼、投票率】 

    「生活者」の力を活かし、成長する国を目指す以上、OECD トップクラス

の政治参画と政府への信頼回復を目標に掲げ、年齢・ジェンダーなど多様な

生活者の声を政策決定に活かす必要がある。 

    生活者が政策の是非を判断する際の参考となるように、政治家や政府は短

期的・中長期的双方の受益と負担を明らかにし、現在と将来を見据えた選択

肢を示す義務がある。 

    ポピュリズム的な政策で短期的に生活者の支持を得たとしても、中長期的

に想定外の負担を課す政治では、生活者の信頼は得られない。他方、生活者

は政策による便益を受ける対価として、納税や法令順守の負担義務が課せら

れる覚悟を持って、政策に対する自らの意思を示さなければならない。 

 

    また、有権者の政治参画を向上させるため、デジタル技術を駆使したイン

ターネット投票の導入など利便性も高めていく必要がある。加えて、個々の

政策や立法に対して直接的に民意を示せる、言うなれば民主主義をデジタル

技術で補完する仕組みも求められる。様々な価値観やライフスタイルが許容

される社会では、個々人の意見の多様性も尊重される政治こそ必要となって

くる。 

    これら対策により世代にかかわらず政策についての議論や投票行動の機運

も高まり、過去の衆院選投票率 73.3％（90 年の消費税解散）を超える 75％

を達成するなど、各世代が政治参画する社会を実現していく。 
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    ここまで「様々な指標でみる日本の目指す姿」について、「経済成長」と

「社会包摂」、「持続可能性」の観点から特に KPI 設定根拠を主に説明してき

た。 

    GDP17 は、国内市場や貿易において取引された商品・サービスのみを計上

し、市場を経由しない例えば自然環境の喪失や社会課題解決への貢献などは

含まず、幸福度といった生活の質や持続可能性などを測る指標としては適切

ではない。補完する他の項目も加えレーダーチャート化したが、今回の 18

項目で全てが語れるわけではない。 

 

    幸福度を示す指標については、例えば、2008 年にはサルコジ元仏大統領

が、ノーベル経済学賞受賞者のコロンビア大学のジョゼフ・スティグリッツ

教授を委員長とする「経済成果と社会進捗の計測に関する委員会」を設置し

た。同委員会は、各国政府は国民の幸福度を把握するために必要な指標を開

発すべきである旨の提言を行っている。これを踏まえ OECD18 では「Better 

Life Index」を 2011 年に公表するなど、国内外、各自治体などにおいて

様々な研究 19 が並行して進展し、政策に活かすチャレンジもなされている。 

    また、近年、日本の「生きがい（ikigai）」という概念が世界経済フォー

ラム（WEF）等で紹介され、世界から注目を集めている。適切な英訳が無く

「ikigai」として通用しているが、長寿社会である日本に昔からある考え方

で、より長く健康で幸福に生きるための秘訣である。幸福感を向上するメカ

ニズムや定量化等に関する「ikigai」の研究に期待したい。 

 

    あらゆる事象において「持続性」が重要視され、持続的成長が求められる

今だからこそ、日本は国際社会における本分野の研究に積極的に関わってい

くべきであり、本会としても協業していきたい。合わせて、本指標について

は、未来選択会議などでも議論しつつ、継続的にフォローしていく。 

 

 

※第３章 注 

 16.経済同友会『2022 年度（第 37 回）軽井沢アピール 2022 生活者共創社会の実現に向けて～

成長・投資・分配の好循環～』より一部抜粋。 

    ････財政の危機的な状況に鑑み、複雑化・拡大を続ける社会課題解決を、政府の公助に

頼り続けることは現実的ではない。民間セクターの力で社会課題を連続的に解決するこ
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と、すなわち、政府・財政の力に頼らない「共助」の中からイノベーションを生み出し

ていくことが、これからの成長の源泉となる。そのため、企業は、NPO・NGO、大学・研

究機関、地域等とのオープンな協働を主導し、社会のステークホルダーの共感を引きつ

け、若い世代の野心のスイッチを入れる。そうした連携を通じて、自らの組織・経営を

も変革していく。････ 

 17.GDP が考案されたのは、1930 年代の大恐慌から第二次世界大戦に至る時期。米国政府は大

恐慌の間に失われた経済規模や戦争を遂行する上で必要な軍事調達をどの程度できるかを把

握する目的で経済学者のサイモン・クズネッツ氏に依頼。1942 年に米国が GDP 統計を初めて

公表。 

 18.OECD では幸福度を well-being としている。 

 19.経済同友会『豊かさの増進に向けた経済統計改革と企業行動～新たな指標群「GNI プラス」

の提案～』（2016 年 9 月 28 日）  
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第４章 価値創造基盤の強化と日本らしいイノベーションによる成長 

 

  我々が目指す生活者共創社会を実現するためには、成長と分配の好循環が不可

欠であり、まずは日本らしいイノベーションによって、持続的な経済成長を実

現しなければならない。 

  全ての源である教育のあり方、価値創造基盤を構築・強化するための人材とデ

ジタルへの長期投資、日本らしい利他の精神に基づく付加価値創造について整

理する。また、挑戦の総量を増やすための「1 生活者 1 イノベーション宣言（仮

称）」、中小企業の競争力強化のための「中小企業競争力強化会議（仮称）」の新

設、社会実装エコシステムの構築などを提案する。 

 

（１）個を尊重し将来を生き抜く力を育てる教育 

 

   失った 30 年、政治・行政・企業による不作為に関しては、日本の教育制度

も深く関係していることは間違いない。戦後、奇跡といわれる復興を遂げ、42

年間にわたり世界第 2 位の経済大国を支えた日本の教育は、今なお高水準を維

持している。 

   しかし、先進諸国の経済が成熟する中で、グローバル化やデジタル化が加速

する時代に、社会課題を解決し、持続的な経済成長を実現していくための人材

を育成する教育へと早期に転換を図らなければならない。 

 

   特に重要なのは、子どもの多様な学びを支える体制づくりであり、多様な子

ども一人ひとりの興味・関心・習得スタイルや、個を尊重した教育を行うこと

である。その結果、アンコンシャスバイアスに囚われることなく、真のダイバ

ーシティと高い創造性を有した人材が育ち、自ら未来を切り拓く力を持った人

材が育つ。 

 

（２）人材とデジタルへの長期的投資で価値創造基盤を構築・強化 

 

   持続的に付加価値を創造し、経済成長を遂げていくには、その基盤の構築と

強化は必須となる。 

   生産の 3 要素のうちの労働に着目すると、日本の生産年齢人口１人当たりの

GDP は G7 各国の中で米国、ドイツに次いで 3 位と高水準を保っているが、抜

本的な少子化対策を講じても長期にわたる生産年齢人口の減少が避けられない

ことには留意が必要である。 

 

   そこで 10 年後、20 年後の国力を左右する「人への投資」「人材の流動化」

「外国人材の活用」を推進する。また、デジタル化については、経済のみなら

ず行政サービスの効率化と信頼性向上に不可欠であり、生活者共創社会のイン

フラとしての基盤を一層強化する。 

   価値創造基盤の中核である人材とデジタルは、国力の源泉であり、集中的か

つ長期継続的な投資が必要である。 
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（３）利他の精神・パーパスに基づく付加価値の創造 

 

   自利的動機による自分・自社・自国にとっての価値創造を目指したイノベー

ションはもとより、利他の精神に基づく他人・他社・他国のためのイノベーシ

ョンで社会を変革していく。特に、「三方良し」や「武士道」など日本固有の

伝統・文化・精神に根差した取り組みは他国では成し得ない唯一の価値の創造

を可能にする。 

   自利・利他による社会変革の超長期的目標は人類や地球の持続性の向上にあ

り、そこから足元まで立ち戻って、生活者が 1 人でも 1 社でも多くイノベーシ

ョンに挑戦する。こうした気概と行動がなければ日本再興は成し得ない。 

 

   日本はもともと強い志やパーパスからイノベーションを生み出すことが得意

であり、これこそが日本らしいイノベーションである。 

   パーパスドリブンな組織としてまず思い浮かぶのは NPO 法人であり、環境保

護や貧困者救済などの事業を非営利活動として実施している。 

   一般の企業における持続可能性を考えると、パーパスとプロフィットが重な

るような状態が望ましい。スタートアップやベンチャー企業も、社会課題に着

目し、課題解決を通して付加価値を創造し、事業の再生産を図ろうとしてい

る。いわば課題解決というパーパスを掲げ、社会課題を糧として、自社の成長

実現を目指している。 

このような挑戦は、大企業・中小企業を問わず期待したいが、ボトルネック

はそうした人材が圧倒的に少ないことである。実態として“就社活動”によっ

て採用された人材は、企業に“就社”した後、いつしか自らのパーパスを見失

いがちである。企業のパーパスと個人のパーパスが重なり合った時に、最大の

パッションが生まれることから、柔軟な労働移動と企業によるパーパス発信

は、付加価値創造に極めて重要である。 

 

（４）挑戦の総量拡大と中小業企業の競争力強化による付加価値の創造 

 

   日本にとって、高い水準の教育を受けた分厚い中間層を含む生活者の存在は、

他国に比類のない強みである。現に日本企業には、ものづくりのみならず、サ

ービス産業や社会課題解決型のイノベーションで人々の幸福に大きく貢献して

きた実績がある。 

   したがって、生活者が多種多様なことにチャレンジすればイノベーションは

起こせるし、挑戦の総量を増やしていけばイノベーションが起きる確率も高く

なる。同時に、イノベーションによって新しい商品・サービスを創造・社会実

装するのも生活者であるが、イノベーションがもたらす変化を受容するのも生

活者である。したがって、イノベーション自体を前向きにとらえるための国民

運動を起こす必要がある。 

   そこで官民を挙げて「1 生活者 1 イノベーション宣言（仮称）」を目指して挑

戦の総量を拡大していくことを提案する。これよりイノベーション成功確率が

高まることに加え、日本の弱みとも言われている「挑戦を応援し、失敗を許容

し、成功者を讃える風土・メンタリティ」を醸成していきたい。 

 

   イノベーションには、プロダクト、サービス、マーケット、サプライチェー
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ン、ビジネスモデルなど多様なかたちがある。日本企業発で社会を大きく変え

たイノベーションには枚挙にいとまがないが、その裏には何倍、何十倍の挑戦

があったことは想像に難くない。挑戦の殆どは失敗に終わったが、そこから学

び、ブレークスルーを経て、新しい市場と雇用が創出されてきた。 

   日本はダイバーシティの遅れが指摘されるが、発想を転換すれば、これから

「ダイバーシティ × イノベーション」を強化していく余地は大きい。異質な

ものの組み合わせ、新結合によるグッド・クラッシュ（良いぶつかり合い）が、

生活者共創社会におけるイノベーションの推進力になる。 

 

 
 

   企業数で 99.7％、雇用者数で 7 割を占める中小企業による価値創造を加速

することは、生産と消費の好循環を作り出し、経済を自立的な成長軌道に載せ

ることに繋がっていく。したがって、中小企業の継承・底上げ・裾野拡大など

総合的な強化策を講ずるために、政府に「中小企業競争力強化会議（仮称）」

を新設することを提案する。 

   こうしたことに加え、イノベーションの種を点から線、線から面へと展開し

ていくために、スタートアップと大企業の出会いと連携を一層強化していく。 

 

（５）社会実装のエコシステム構築による付加価値の創造 

 

   日本には、高品質の水道、電気、通信網があり、高精度の定時・安全運行を

誇る鉄道や新幹線があり、高効率なサプライチェーンで結ばれた多くの産業集

積があり、これらを支える高度専門知識を持ったエッセンシャル人材がいる。

これに G7 の中で国土面積当たり GDP が 1 位という強みを併せて考えると、先

端技術を社会実装していく場合に大変な優位性を発揮する可能性がある。 

 

   政府は成長戦略として科学技術・イノベーションへ重点投資する方針である

が、KPI として常に問われるのは産業界との連携や成果の社会還元である。 
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   量子（データセンターを含む）やバイオなどの最先端分野やデュアルユース

の研究開発に取り組み、産業のフロンティアを開拓し、再び日本が世界をリー

ドしていくことに期待する。さらに、経済安全保障の観点やサプライチェーン

の強靭化なども考慮した上で、都市・地域を単位としたイノベーション社会実

装ノウハウを日本モデルとしてパッケージ化輸出していく可能性を追求するな

ど、付加価値の創造に努めていく。 
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第５章 ダイナミック・インクルーシブ・サステナブルな分配 

 

  我々が目指す生活者共創社会を実現するために不可欠な成長と分配の好循環の

うちの分配は、政府部門のみならず、民間部門においても有意な分配が可能であ

るとの発想で、新しい分配について考える。 

  新しい分配を役割ごとにダイナミック・インクルーシブ・サステナブルの 3 つ

に整理し、それぞれ質の高い経済成長、社会的公平性・公正性の担保、地球環境

と財政の持続可能性の向上について、具体的な施策や手段を提案する。 

 

（１）従来の所得再分配にとどまらない分配の発想 

 

   生活者共創社会においても、活力の増進と不安の低減を同時に実現するため

には、成長と分配の好循環を作り出すことが、極めて重要な課題となる。 

   これまでの分配は、政府部門が税制や社会保障制度を駆使して、応能的に富

を移転させて社会的弱者を保護し社会の安定を図ろうとするものであり、社会

的公平性・公正性を担保する役割を担っている。 

 

   ここで生活者は、府省・自治体のみならず、企業等のあらゆる組織も含まれ

るという観点から、従来の政府部門に加えて民間部門による分配、さらに両者

を合わせた新しい分配について考えてみたい。 

 

   生活者共創社会における新しい分配は、経済社会における資源の最適な分配

を図ろうとするものであり、ダイナミック・インクルーシブ・サステナブルの

３つの役割が期待できると考えている。 

   なお、民間による分配と政府による分配が有効に機能するには、デジタル基

盤の整備、マイナンバーおよびデータの利活用、政策当局に対する信頼の確保

が大前提となる。 
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（２）ダイナミックな分配でより質の高い経済成長を実現 

 

   第 1 のダイナミックな分配の役割は、人口減少・高齢化が進む中でも、質の

高い経済成長が可能な社会を実現することである。 

   成長の新しい担い手であり、イノベーションを牽引するスタートアップ企業

が活躍している社会であり、産業の新陳代謝、生産性の高い分野への円滑な経

営資源の移動と循環が行われている社会である。 

 

   具体的な施策や手段は以下の通りである。 

  ①成長の牽引役として、スタートアップ創業者等が自社株を売却する際の

譲渡益課税の減免、エンジェル税制の拡充などである。 

  ②大企業も含めて人材の流動化を図り、同時に人材のサーキュレーション

を拡大する。新しいダイナミックな分配は、人への投資そのものであ

り、コア事業や将来の収益事業に人材を振り向けること、適材を適所に

再配置すること、人材教育を行うことであり、これらの人材に魅力的な

処遇を提示して動機づけることである。これらは経営者がリーダーシッ

プを発揮すべきであり、その後押しとしての賃上げ促進税制、解雇要件

の見直しなどの環境整備も重要である。 

  ③成功者を讃え、成功者が日本に永住し、成功者が社会を支え続けるため

に、「所得税の最高税率」と「寄附に伴う税額控除」、「贈与税」と「相

続税」などのバランスを考慮した税体系の再設計が必要である。 

 

（３）インクルーシブな分配で社会的公平性・公正性を担保 

 

   第 2 のインクルーシブな分配の役割は、生活者一人ひとりが参画・活躍でき

る社会を実現することである。 

   自立支援の観点から、生活者一人ひとりが成長を実感し、挑戦や努力が報わ

れ、仮に失敗しても、再挑戦の機会がある社会であり、社会的公平性・公正性

の観点から、教育の機会が平等に与えられ自己実現ができ、応益と応能による

負担がバランスよく成り立っている社会である。 

 

   具体的な施策や手段は以下の通りである。 

 ①自立の支援として、給付付き税額控除の導入、求職者支援制度 20 の拡

充、生活困窮者自立支援制度 21 の拡充などである。 

 ②成功者が利益や報酬の一定程度を関係者と共に享受できる環境を整備し

た上で、社会課題の解決に挑戦する NPO 等を応援しやすい税制である。 

 ③社会の共有財産である子ども・若者に対して、スティグマや不正受給

などの排除策を講じた上で、受験料や授業料、奨学金に思い切って税財

源を投入することなどである。 

 

（４）サステナブルな分配で地球環境・財政の持続可能性を向上 

 

   第 3 のサステナブルな分配の役割は、地球環境と財政の持続可能性を向上す

ることである。 

   経済活動等の環境負荷に応じて給付と負担を求める社会であり、生産年齢人
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口の減少、人口の高齢化の実体に即して財源を調達する社会である。 

 

   具体的な施策や手段としては、地球環境・財政の持続可能性に資する施策と

して、環境消費税の導入、政府によるクラウドファンディングの活用などであ

る。地球環境のサステナビリティを高めることや、納税者意識を高めることを

通して意思を持った納税を促していくことが肝要である。 

 

 

※第５章 注 

 20.求職者支援制度は、再就職、転職、スキルアップを目指す人が月 10 万円の生活支援の給付

金を受給しながら、無料の職業訓練を受講する制度で、訓練開始前から終了後まで、ハロー

ワークでの求職活動をサポートが受けられる。詳細は厚生労働省 HP を参照。 

 21.生活困窮者自立支援制度は、最後のセーフティネットである生活保護制度および生活保護に

至る前の段階での自立を支援するために 2015 年度に導入され、生活に困窮する者に対し

て、重層的なセーフティネットを構成している。自立相談支援事業、住居確保給付金の支

給、就労準備支援事業、一時生活支援事業、家計相談支援事業、学習支援事業その他生活困

窮者の自立の促進に関し包括的な事業を実施している。詳細は厚生労働省 HP を参照。 
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第６章 顧客と市場を創造して高める企業価値とその評価 

 

  成長と分配の好循環をつくり出す上で、成長を牽引するのは民間であり、分配

もその一部を民間が担い得る。したがって、企業・経営者の役割と責任は重い。 

  生活者共創社会において、まず、経営者の役割は顧客と市場の創造であり、経

営に求められるのは、挑戦を応援し、失敗を許容し、成功を讃え、次世代の真の

リーダーを育成することである。 

  常に経営者には、短期と長期の企業価値を見据えた経営と全てのステークホル

ダーに対して説明する責任を負っている。ただ、企業価値を巡っては、必ずしも

皆が納得する解は存在しないことから、今後とも、真摯にオープンに議論と探究

を続けていく。 

 

（１）真の経営者の役割は顧客と市場の創造 

 

   企業は、常に顧客を創造し続け、その顧客を増やして市場を創造し続けてい

く必要があり、新たな価値創造を主導するのは、真のリーダーたる経営者の役

割である。 

   多様な価値観を持つ生活者に、常に新しい価値を提案し続けることができな

ければ、企業の持続的成長は望むべくもなく、ゴーイング・コンサーンとして

の存続自体が不可能となる。 

 

   なお、経済と安全保障が接近し、今や密接不可分となる中で、新たな市場の

創造や既存の市場を深耕する際に、他の分野とは異なる官民役割分担が必要に

なっている。経済の側面から見れば、疑いなく主役は民間でなければならな

い。他方、安全保障の側面から考えれば、民間では対応できない場面があり、

政府が民間に対して適時・適切に、そして予見可能性の高い情報提供と施策展

開を期待したい。 

 

（２）挑戦を応援し、失敗を許容し、成功を讃え、真のリーダーを育てる経営 

 

   日本らしいイノベーションによる成長を実現していくには、前述のとおり

「挑戦を応援し、失敗を許容し、成功者を讃える風土・メンタリティ」を醸成

していくことが重要である。しかし、日本社会や日本人の風土・メンタリティ

の醸成は、いわばマクロ的な目標であり、自然に達成されるものではない。 

   そこで、日々の事業活動の中で、挑戦を応援し、失敗を許容し、成功を讃え

る経営を経営トップ自らが先頭に立って実践していく。さらに、それを継承加

速していくために次世代の真のリーダー・エリート 22 を育成することが現役ト

ップの役割である。このような各企業におけるミクロ的な実践を積み重ねてい

った先にイノベーション立国の風土とメンタリティの醸成が期待できる。 

 

   真のリーダーの育成については、経営者個人が参画する経済同友会は、2003

年から社会のリーダーとしても活躍し得る次世代のトップ経営者育成を目的と

したリーダーシップ・プログラムを、2012 年度からは企業の意思決定ボード

のダイバーシティ実現に向けた次期上級幹部の育成を目的としたジュニア・リ

ーダーシップ・プログラムをそれぞれ実施している。 
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   特に昨年度、経済同友会は“Training Tank”への進化を表明した。具体的

には、大企業、スタートアップ等、組織の壁を超えて次世代のリーダー達が交

流し、第一線で活躍する経営者と直接対話する場を設けて、社会変革を担う志

のある経営者の育成をより進化させていく。 

 

 
 

（３）短期と長期の企業価値を経営者が語る両利きの経営 

 

   現代の企業には、現在の欲求充足または負担や煩わしさの軽減、社会課題解

決への道筋提示と同時に、将来の新たな価値提供のために今から投資するこ

と、すなわち「両利きの経営」が求められている。 

   また、経営者は、投資家を含めたあらゆるステークホルダーに対して、自社

のパーパスに基づいた成長戦略を語るストーリーテラーとなり、またエビデン

スを示しつつ、短期と長期の企業価値に対する説明を丁寧にかつ自信をもって

行う必要がある。 

 

   企業は短期と長期の時間軸で持続的に社会に価値を生み出していく存在であ

る。また、企業が持つ顕在的・潜在的価値のすべてを株価・時価総額という一

つの物差しだけで論じることには限界がある。しかし、世界を席巻する米国

IT 企業である GAFAM（Google、Amazon、Facebook、Apple、Microsoft の 5 社)

が東証一部上場企業（当時 2,183 社）の時価総額を超えたという事実は看過で

きない。イノベーションという非連続的な試みによって、将来的に創出される

収益や社会的インパクトなどの未実現の財務価値をどのように測り、現在の企

業評価に反映させていくかは、大きなテーマである。 

   未実現の財務価値は、経営者の発信力やステークホルダーとの対話によって

増減する余地が大きいだけに、経営トップが自らの言葉で語る必要がある。 

 

   なお、本年 6 月、新しい資本主義実現会議は、民間で公的役割を担う新たな

法人形態・既存の法人形態の改革の検討 23 を表明した。欧米で新たに法制度が

整備されつつあるベネフィットコーポレーション等を参考に、今後、社会的課

題と経済的成長の二兎を追いやすい環境改善が進むことに期待する。 
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   しかしながら、企業が 10 年先、20 年先の価値創造のために、社員や地域コ

ミュニティ、地球環境、研究開発へ経営資源を配分したり、新規事業の開拓に

向けた組織改革を断行することなどが、収益や配当の抑制につながると市場が

短期的評価を下し、株価が下落し、経営者が逆風に晒されることは想像に難く

ない。 

   2021 年 3 月、フランス食品大手ダノンのエマニュエル・ファベール会長兼

最高経営責任者（CEO）が解任されたことは記憶に新しい。同社では「人と自

然重視の資本主義」を唱えてパーパスを明確にした経営に取り組んできたが、

2020 年になり同業他社と比較して株価が大きく下落したことや収益改善が進

まなかったこと等が解任理由と受け止められている。また、米国デラウェア州

のベネフィットコーポレーションへの総投資額の多い上位 10 の投資家（2013

年～2019 年の総計）の投資戦略 23 は、利益追求型が 9 社、インパクト投資型

は 1 社に過ぎなかった。 

   このように社会的課題と経済的成長の二兎を追い、成果を上げるのは容易で

はないが、日本の特長を活かした生活者共創社会で挑戦していきたい。 

 

 
 

（４）経済同友会は経営者自身で企業価値を探究 

 

   企業価値をめぐっては、知り得る限りの全ての情報を反映した株価が市場で

決まり、それに発行済株式数を掛けた時価総額を企業価値とすることに問題な

しとはしないが、これ以上に優れた方法は見当たらないという意見がある。 

   他方で、長期視点で顧客・市場を創造するための取り組みは未実現の財務価

値を持っており、それらを抜きにして企業価値は語れないという意見もある。 

 

   同時に、資本主義の最重要インフラともいえる資本市場という“鏡”は、透

明なのか、歪んではいないか、といった論点を巡っては、市場に係わる全ての

ステークホルダーを巻き込んで、議論と改善も不断に行われてきた。 

   しかし、「企業価値とは？」という問いに対して、投資家、市場、社会、そ
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して生活者が納得する解は現時点で存在しない。この解に一歩でも近づくべ

く、経営者個人からなる経済同友会は、これからも真摯にオープンに議論と探

究を続け、内外に発信していく。 

 

 

 
 

 

※第６章 注 

 22.経済同友会『「いて欲しい国、いなくては困る国、日本」を 実現する人材戦略―再び輝く日

本に向けて、即行動―』（2018 年 6 月 21 日）において、以下の通りとしている。“我々が考

える「真のエリート」とは、世界に通じるリベラルアーツ、深い洞察力を身に着け、利他

（全体価値の増大、社会課題の解決、Common Good）の志のもと、「強い信念」「実践的な理

論」「修羅場の経験」を持ち合わせ、他の者の信頼を得ながら、責任を持って導ける人材で

ある。ノブレス・オブリージュ、奴雁の精神に通ずる。” 

 23. 新しい資本主義実現会議『新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画』（2022 年 6

月 7 日） 

 


